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はじめに ～環境産業の市場規模等に関する推計について～

近年、再生可能エネルギー分野をはじめとして成長しつつある環境産業
は、環境負荷低減のみならず、経済成長にも貢献しています。

環境省では、「経済・社会のグリーン化」や「グリーン成長」において重要
な役割を担っている環境産業の市場規模等の推計を行っています。

１．国内の市場規模の推計
（２０００年～２０１３年）
１．国内の市場規模の推計
（２０００年～２０１３年）

本調査では、環境産業について以下の４項目の推計を行いました。

1

２．国内の雇用規模の推計
（２０００年～２０１３年）
２．国内の雇用規模の推計
（２０００年～２０１３年）

４．国内の輸出入額の推計４．国内の輸出入額の推計
３．国内の付加価値額・経済

波及額の推計
３．国内の付加価値額・経済

波及額の推計
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１．国内市場規模の推計結果

●国内の環境産業の市場規模（推計値）は、2013年に全体で93兆2870億円と過
去最大となりました。（前年比4.0％増、2000年の約1.6倍）

単位：億円
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１．国内市場規模の推計結果（全産業との比較）

●全産業に占める環境産業の市場規模の割合は、2000年の6.2％から2013年の
10.1％まで増加し、環境産業が我が国の経済成長に与える影響は大きくなって
います。

■全産業と環境産業との比較
（全産業産出額と環境産業市場規模の比較）

■全産業に占める環境産業の割合
（環境産業市場規模／全産業産出額）

単位：兆円

3
※全産業の産出規模はSNA「経済活動別財貨・サービス産出表（Ｖ表）（名目）」の値によるもの。環境産業市場規模は
民間・公的機関等が発表している各種統計に基づき作成しているため、産出規模の定義と必ずしも一致しないが、
本表は全産業と環境産業の動向を比較するために便宜的に作成したものであることに留意すべきである。



１．国内市場規模の推計結果（分野別）

分野全体の市場規模は、公共事業の減少等により2004年まで減少傾向でしたが、
2005年以降は、石油業界各社が「サルファーフリーのガソリンと軽油」を一斉供給したこ
とによって「化学物質汚染防止」分野が増加し、分野全体の市場規模が増加しました。

A.環境汚染防止分野
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中分類 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013

大気汚染防止 7,588 7,213 6,338 5,450 5,657 6,278 7,487 8,038 8,967 6,428 6,827 6,891 7,568 7,532

下水、排水処理 51,040 47,478 44,475 41,671 38,590 37,619 36,537 34,482 33,522 30,516 28,252 27,704 27,838 27,395

土壌、水質浄化 339 530 721 1,046 1,263 1,985 2,394 1,986 1,720 1,525 1,315 1,782 1,202 1,396

騒音、振動防止 1,260 1,192 1,078 981 932 880 828 746 758 762 760 848 952 897

環境経営支援 3,079 3,255 3,717 3,807 4,916 4,678 4,588 5,536 4,714 4,294 4,430 4,581 4,664 4,808

化学物質汚染防止 9,454 8,659 8,533 9,766 10,361 72,922 82,492 71,340 73,182 55,742 83,066 88,387 89,872 89,979

合計 72,759 68,327 64,863 62,721 61,719 124,362 134,326 122,128 122,862 99,267 124,649 130,192 132,096 132,008
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１．国内市場規模の推計結果（分野別）

地球温暖化対策の進展に伴い、分野全体の市場規模は概ね増加傾向にあります。
2004年以降の「低燃費・排出認定車」・「ハイブリッド自動車」等の成長により、「自動車の
低燃費化」分野が増加しました。2012年以降は、固定価格買取制度等による「再生エネル
ギー利用」の急成長に伴い、「クリーンエネルギー」分野が大きく増加しています。

B. 地球温暖化防止分野

単位：億円
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中分類 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013

クリーンエネルギー利用 12,900 12,720 13,190 14,207 14,873 20,163 17,525 18,218 18,604 23,187 23,704 22,678 34,521 61,194

省エネルギー化 23,871 31,740 37,532 40,875 48,946 51,154 56,991 58,256 61,362 66,774 92,480 101,576 118,319 128,506

自動車の低燃費化 1,711 3,241 2,056 6,605 23,532 42,168 55,392 60,810 56,576 62,463 64,719 70,751 85,288 92,220

排出権取引 0 0 0 0 1 3 4 30 73 235 281 390 425 425

合計 38,482 47,702 52,778 61,688 87,352 113,488 129,912 137,313 136,615 152,659 181,183 195,395 238,553 282,345



１．国内市場規模推計結果（分野別）

この分野の市場規模は、4分野の中で最も大きく、2008年まで増加を続けましたが、2009
年の景気後退の影響を受けて落ち込みました。それ以降は、再び微増傾向にありましたが、
2013年は前年と比べて落ち込みました。

C. 廃棄物処理・資源有効利用分野
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中分類 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013

廃棄物処理、リサイクル 39,058 39,935 41,497 37,567 38,369 37,858 37,368 36,434 35,717 34,232 34,783 38,065 37,769 37,593

資源、機器の有効利用 354,636 360,199 356,728 361,989 370,530 387,740 402,522 418,076 431,110 353,026 364,560 372,216 377,115 374,102

長寿命化 909 2,838 6,504 9,373 12,421 12,619 15,637 20,180 21,175 19,157 21,035 23,269 24,011 26,094

合計 394,602 402,972 404,729 408,929 421,320 438,217 455,527 474,689 488,002 406,415 420,378 433,549 438,896 437,790



１．国内市場規模推計結果（分野別）

分野全体の市場規模は、2002年から2007年にかけて増加しましたが、それ以降、ほぼ
横ばいの傾向にあります。農林水産省が認定促進を行うエコファーマーを含む「持続可
能な農林水産業」分野が2010年にかけて増加したほか、「緑化・水辺再生」分野が2011
年を底に増加しています。

D. 自然環境保全分野
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２．雇用規模推計結果

●国内の環境産業雇用規模は、2013年に全体で約255万人と過去最大となりま
した。（前年比2.3％増、2000年の約1.4倍）

単位：人
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２．雇用規模推計結果（分野別）

分野全体の市場規模が2005年に急激に増加しているのに対し、雇用規模は緩やかな
変化にとどまっています。なお、「環境経営支援」分野は、労働集約型の産業が多いため、
全体に占める割合が大きくなっています。

A.環境汚染防止分野
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２．雇用規模推計結果（分野別）

分野全体の雇用規模は、市場規模同様に概ね増加傾向にあります。特に、 2013年に
は、「再生可能エネルギー利用」の成長により、「クリーンエネルギー利用」分野が前年に
比べて約8万人増加しています。

B. 地球温暖化防止分野
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２．雇用規模推計結果（分野別）

分野全体の雇用規模は、小さな増減を繰り返しつつ、緩やかな増加傾向でしたが、
2013年は前年に比べて減少しました。なお、市場規模が低い「廃棄物処理、リサイクル」
分野は、一人当たり売上高が低い傾向にあるため、雇用面では全体の増加に寄与して
います。

C. 廃棄物処理・資源有効利用分野
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単位：人



２．雇用規模推計結果（分野別）

分野全体の雇用規模は2010年にかけて概ね増加傾向でしたが、それ以降は減少して
います。農林水産省が認定促進を行うエコファーマーを含む「持続可能な農林水産業」が
大きな割合を占めています。

D. 自然環境保全分野
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３．環境産業の付加価値額の推定

●環境産業の付加価値額の推移は、市場規模の推移と概ね同じ傾向にあります。
近年成長している地球温暖化対策分野の付加価値率が比較的低いことから、
2009年以降の付加価値額の増加傾向は、市場規模と比べて緩やかなものとな
りました。

単位：億円

単位：億円

■付加価値額の推計結果■環境産業の付加価値額の推計
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３．環境産業の付加価値額の推定（全産業との比較）

●全産業の付加価値額（GDP）は、ほぼ横ばいの傾向にあるものの、環境産業の
付加価値額は、景気減速の影響を受けた2009年を除き、概ね増加傾向にあり
ます。

●GDPに占める環境産業の付加価値額の割合は、2000年の5.5％から2013年の
8.4％まで増加しており、付加価値額の側面においても、環境産業が我が国の
経済成長に与える影響が大きくなっています。

単位：兆円

14
※全産業の付加価値額（GDP）は国民経済計算によるもの。環境産業の付加価値は、環境産業市場規模にそれぞれの産業の付加価値率を乗じて求めたもの。両者の定義は必
ずしも一致しないが、本表は全産業と環境産業の動向を比較するために便宜的に作成したものであることに留意すべきである。

■GDPと環境産業付加価値額の比較 ■GDPに占める環境産業付加価値額の割合
（環境産業付加価値／全産業付加価値額（GDP））



３．環境産業の経済波及効果の推定

●2013年の環境産業の経済波及効果は約174兆円と、市場規模の約2倍となって
います。

●環境産業に占める「地球温暖化対策分野」の経済波及効果の割合は、製造業
が多いため、市場規模の割合と比べて高くなっています。

単位：億円
単位：億円

■経済波及効果が大きい部門（1兆円以上）2013年■環境産業の経済波及効果
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４．環境産業輸出入額の推定（輸出）

●環境産業の輸出額は、2004年以降に増加し、2009年に景気減速の影響を受け
て落ち込みました。それ以降、再び増加し、2013年に10兆円を突破しました。

●「地球温暖化対策分野」が急速に増加しており、同分野では「低燃費・排出認定
車」・「ハイブリッド自動車」が大きな割合を占めています。

単位：億円
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４．環境産業輸出額の推定（輸入）

●環境産業の輸入額は、景気減速の影響を受けた2009年に落ち込んだものの、
それ以降は増加傾向にあり、2013年に3兆円を超えました。「グリーンエネル
ギー利用」は、市場の拡大に加えて輸入率も高いことから、これを含む「地球温
暖化対策分野」が大きく増加しています。

単位：億円
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